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はじめに

本稿は，戦後備後（広島県東部）の造船業を支えた造船関連産業の特質と地域経済との関係を

検討することを課題とする1。筆者は別稿で戦後備後の大手造船たる日立造船やいくつかの主要

中手造船の発展・展開，経営戦略について論じたが（松村（近刊）），備後造船クラスターという

点からは，関連産業・舶用工業のあり方と造船企業との関係が重要でありながら，別稿では紙幅

の関係から割愛した。本稿はその点を論じ，それを補うものである。

別稿で記したように，造船業は明治期以来備後における最も重要な工業の1つであり，全国的

にみても，備後周辺は戦前以来わが国有数の造船業が発展した地域である。その中心は，尾道な

どの本州海岸線および島嶼部（因島・向島・生口島）であり，この造船業と関連産業の集積は，

ほぼしまなみ海道に沿って，愛媛県今治まで広がっている。戦後のこの造船クラスターは，1986

年まで備後で新造船を行っていた日立造船（以下，日造と略す）を中核として，中堅（以下，現
ちゅうて

在の造船業界の慣行に倣って中手と称す）・中小造船所と関連産業によって構成されてきた（日

造ほか備後の主な中手の従業員数を表1に示す）。瀬戸内では戦前以来各地で造船業が発達した

が，玉野，呉，広島など他地域では大手造船が突出した核となっているのに対して，備後から今

治に至るほぼしまなみ海道沿いの造船業地帯の特徴は，1980年代半ば頃の造船不況期まで，日

造因島・向島両工場のほか，中手・中小造船所も多く，全国的にも珍しい総合的な造船工業地帯

1 本稿は，日本学術振興会科研費，基盤研究（Ｃ）課題番号16K03800，および同16K03796の研究成果
の一部である。
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表１ 備後主要造船所の従業員数

年次
日立造船

尾道
造船

内海
造船

幸陽
船渠

常石
造船 ４社計 今治

造船因島 向島 その他
とも計

１９５３ ４，３３７ ２，２５７ １３，９４４ ７００ ３５０ ・・・ ６０ ・・・ ・・・
５４ ４，２４８ ２，２０３ １３，８４９ ５４０ ２７３ ５０ ３０ ８９３ ・・・
５５ ４，２０１ ２，１５８ １３，４８７ ７６５ 〃 ２８０ 〃 １，３４８ ・・・
５６ ４，１８２ ２，１５１ １３，３８５ ９４７ ４３０ ４００ 〃 １，８０７ １５
５７ ４，１７１ ２，１５５ １３，３８９ １，１９３ 〃 ７００ 〃 ２，３５３ ・・・
５８ ４，１５６ ２，１６８ １３，４５９ １，０２３ ５５０ 〃 １６０ ２，４３３ ６５
５９ ４，２１２ ２，１８２ １３，８０５ １，０５８ ４８０ ６５０ 〃 ２，３４８ ・・・
６０ ４，２１６ ２，１９４ １４，０３４ ９３７ ５３５ ８５０ ２００ ２，５２２ ８０
６１ ４，１６２ ２，１５７ １４，１９１ ９１８ ６１５ ７００ 〃 ２，４３３ 〃
６２ ４，０７９ ２，１４８ １４，６８１ ８９３ ６２０ ６５０ ２７０ ２，４３３ １００
６３ ４，１３６ ２，１８３ １５，４４６ ９０９ ６３２ ６９５ 〃 ２，５０６ １５０
６４ ４，１５９ ２，１８１ １５，６８０ ９１２ ６５３ ７０９ ３９０ ２，６６４ 〃
６５ ４，２８５ ２，２２２ １６，００５ ９４６ ６９２ ５５４ ７４０ ２，９３２ １００
６６ ４，３６０ ２，２０３ １６，５２６ ９５２ ７１４ ５３２ 〃 ２，９３８ 〃
６７ ４，３０４ ２，１５９ １６，１４８ １，０３４ ７４９ ３３０ ４７１ ２，５８４ １１５
６８ ４，７３９ ２，２８４ １７，３５５ ９６１ ７４５ ３８２ ５００ ２，５８８ 〃
６９ ５，０１３ ２，４４３ １８，５６７ ９８９ ８１１ 〃 ７００ ２，８８２ １６３
７０ ５，１１０ ２，４９１ １９，２６０ １，０３２ ８８４ ４２０ ９８２ ３，３１８ ２０４
７１ ５，２０９ ２，６４２ ２０，０５４ １，１０３ ９６２ ４５０ １，０５６ ３，５７１ ３１３
７２ ５，４５７ ２，７０２ ２４，４１５ １，１４２ １，９２６ ５４１ １，３２５ ４，９３４ ３８５
７３ ５，４８８ ２，６０６ ２４，３２５ １，２２６ １，９４１ ６００ １，３０６ ５，０７３ ５４５
７４ ４，９４２ ２，３９６ ２３，５７１ １，３１７ １，９９９ ６８０ １，３５４ ５，３５０ ８３５
７５ ４，８３１ ２，３１７ ２４，３１６ １，３４９ １，９９３ ６９１ １，４３１ ５，４６４ ９３９
７６ ４，７３７ ２，３２５ ２４，０９１ １，２９６ １，８３７ ６９０ １，４１６ ５，２３９ ９０４
７７ ４，５５０ ２，２４３ ２２，９４９ １，２５６ １，７５０ ７３０ １，３６４ ５，１００ ８７０
７８ ６，４３１ ２１，５８４ １，２１９ １，５６３ ７１２ １，３５０ ４，８４４ ８１６
７９ ５，３７２ １８，０７４ １，１５０ １，４２１ ７５４ １，０９８ ４，４２３ ７５０
８０ ４，９６０ １６，７８０ １，０９２ １，４０４ ７２０ １，０５８ ４，２７４ ６９９
８１ ４，８３８ １６，５９９ １，１１９ １，４３２ 〃 １，０９８ ４，３６９ 〃
８２ ３，５３３ １，３１４ １６，９８１ １，１８１ １，４６２ ８０１ １，１４５ ４，５８９ ８０４
８３ ３，４３６ １，４０１ １７，２４１ １，１５４ １，４３７ ７６５ １，１６３ ４，５１９ ７９７
８４ ３，４３１ １，３９６ １７，１６５ １，１１６ １，２０８ ７２２ １，１１６ ４，１６２ 〃
８５ ３，３５７ １，３４７ １６，７８２ １，０７５ １，１０６ ６６１ 〃 ３，９５８ 〃
８６ ２，１８４ １，０３４ １２，３７７ １，０２６ ６１９ ・・・ １，０００ ・・・ ７６６
８７ ７１５ ３５２ ６，２００ ８７０ ６１０ ・・・ ７００ ・・・ ７００
８８ １７０ ３４２ ４，８３５ ５５８ ６０１ ・・・ ５７０ ・・・ ７１４
８９ １３１ ３３８ ４，５１９ ５６９ 〃 ・・・ ５７６ ・・・ ６９６
９０ １３３ ３３５ ５，２４９ ６０２ ６０７ ３１０ ６５０ ２，169 〃
９１ １３６ ３６６ ５，４９０ ６２３ ６６４ ３３０ ７４８ ２，３6５ ７０４
９２ ２３２ ４２１ ６，１７３ ６４９ ６９４ ３６０ 〃 ２，４5１ 〃
９３ ２３６ ４２３ ６，３３８ ６５３ ７０８ 〃 ７７３ ２，49４ 〃
９４ ２４０ ４１８ ５，６３８ 〃 ５６１ ３７０ ７６９ ２，３５３ ７１０
９５ ２２９ ２８７ ４，７９４ ６５４ ５４９ 〃 ７２６ ２，２９９ ・・・
９６ ４３ ２７０ ４，３９３ ６２１ ５３８ 〃 ６９３ ２，２２２ ・・・
９７ ３８ ２１６ ４，１３４ ５９７ ５４７ 〃 〃 ２，２07 ・・・
９８ ３７ ２１０ ４，２１３ ５９１ ５５９ 〃 ６８０ ２，２0０ ・・・
９９ ２５ ４５ ３，３９０ ５４５ ５５７ ３７８ 〃 ２，１６0 ・・・

２０００ ２０ ３５ ２，５５９ ４８１ ５３１ ３８０ ８３０ ２，２２２ ・・・
０１ １９ ２８ ２，１８１ ４７２ ５３９ 〃 ８５５ ２，２４６ ・・・
０２ 〃 ２２ ２，１７３ ４７１ ３９３ 〃 ８０３ ２，０４７ ・・・
０３ ４ ― １，９２９ ４７８ 〃 〃 ・・・ ・・・ ・・・
０４ ３ ２ １，８５９ ４８２ ３６９ 〃 ８３０ ２，０61 ・・・
０５ 〃 ― １，８４９ ４８０ ７１２ ３９０ ８２６ ２，４0８ ・・・
０６ １ ― １，６９６ ４８８ ６７３ ４０１ 〃 ２，38８ ・・・
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といわれた（中国地方総合調査会（1979），17）。そして尾道・因島を中心とする備後造船業の裾

野には，沿岸部のみならず，内陸の新福山市域などの企業も組み込まれていた。それは現在ま

で，福山を中心とする非造船機械工業と，地域的にやや西南方にシフトしながら部分的に重なる

形で備後の機械金属工業の集積を形成している。本稿は，この関連産業が歴史的にいかに形成さ

れ，それによりいかなる特徴をもちつつ現在に至っているか，また繰り返される造船不況の中で

いかに生き抜き，備後の産業集積の一翼を担ってきたかの検討である。

次に，造船業の就業者と関連産業の構造・性格についてあらかじめ説明しておく。造船所の就

労者は，表1に示した造船企業が雇用する社内工・職員のほかに，社外工が大量に存在する。社

外工は場内下請協力企業の雇用者であり，たとえば船体塗装は舶用塗装専門企業に委託されるこ

とが多く，そうした下請企業の雇用工が造船所に派遣されて作業する。造船所の作業には繁閑が

あり，造船企業としては直接雇用者による作業より外部委託の方が効率的である場合が少なくな

いからである。したがってこうした社外工は，特定の造船所のみで作業するわけではない。しか

し，すでに示したように（松村（近刊）），造船所がどの程度社外工に依存するかは，企業によっ

て大きく異なり，石油危機の到来した1970年代後半以降，一般に高付加価値船建造戦略をとる

大手造船の依存度は低く，備後周辺の中手でも，尾道造船（以下，尾造）や，日造傘下で日造か

ら技術支援も受けてきた内海造船は，同様に依存度は高くない。他方，標準船大量建造戦略を採

用した今造（今治造船）・常造（常石造船）・幸陽（船渠）は社外工への依存度が高かった。こう

して，備後造船地域には，高度成長期から今日まで，造船所を渡り歩く，かつては「内海のジプ

シー」とも呼ばれた労働者のプールが分厚く形成されている。これら社外工を雇用する造船下請

企業も歴史の古い企業が多く，かつ1970年代後半以降の造船不況後は造船以外の建設業などに

０７ 〃 ― ９８８ ４６９ ８２２ ４３０ １，２９７ ３，０18 ・・・
０８ 〃 ― ９３１ ４５４ ８３９ ４５１ １，８９４ ３，６38 ・・・
０９ 〃 ― ９７５ ４４９ ９４０ ４５３ １，８６３ ３，７０5 ・・・
１０ 〃 １５６ ２，８０２ ４６５ ９７１ ４６３ １，８１１ ３，710 ・・・
１１ 〃 １６０ ２，９３５ 〃 ９８０ ４５４ ９２０ ２，819 ・・・
１２ ・・・ ・・・ ・・・ 〃 ９２５ ４３６ ９９０ ２，８１６ ・・・
１３ ・・・ ・・・ ・・・ ４４１ ７４７ ４１８ ７４０ ２，３４６ １，０５０
１４ ・・・ ・・・ ・・・ ４２１ ７２５ ― 〃 １，８８６ １，４３０
１５ ・・・ ・・・ ・・・ 〃 ７１９ ― 〃 １，８８０ １，４６０
１６ ・・・ ・・・ ・・・ ４１９ ６６６ ― ７９２ １，８７７ １，５４７
１７ ・・・ ・・・ ・・・ ４３３ ６４３ ― 〃 １，８６８ １，６５０

（出所）日立造船（１９８５），７５０頁，日立造船（２０１２），３６７頁，『帝国銀行会社要録』『帝
国銀行会社年鑑』『帝国データバンク会社年鑑』各版．

注：１）日立造船の２０１０年「向島」および「その他とも計」の増加は，２００９年度にお
ける分社化していた子会社１０社の統合，日造本体への復帰のため．

２）内海造船は，１９７１年まで瀬戸田造船であったが，１９６７年に経営危機に陥って日
造傘下に入り，７２年に田熊造船（因島）と合併して内海造船となった．同社の
１９５３～９９年は，主に落合（２００２ａ）による．

３）幸陽船渠は，１９８６年経営悪化により今治造船の傘下に入り，２０１４年今造本体に
吸収されて同社広島工場となった．今造１９１４年の従業員数急増はそれを示して
いる．なお今造の１９６８～７６年は，今治造船（１９７７），１９９頁による．

４）常石造船２００７～１０年は，事業持株会社ツネイシホールディングスに統合され，
同社の数値．
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おける請負も行い，また造船関係でもブロック建造など造船所の下請工場での作業である場外下

請も行っている。

さて高度成長期からこんにちまで，新造船価格のうち，造船所における付加価値は約3割，残

り約7割は素材を含む関連工業製品である。自動車産業などと同様に，関連産業の重要性は明ら

かである。一般に，造船所が仕入れる素材・機器類のうち，鋼材や主機などの大型機器類は，大

手鉄鋼メーカーや大手造船の造機部門，また主に関東や阪神に所在する大手機械・重電メーカー

などであった。後述のようにこの点は備後造船業でも同様であり，現在も備後の主要造船所は，

これら重要素材・機器類を多くは遠隔地の大都市圏などから仕入れている。他方，上記の場内下

請企業やブロック建造を担当する場外下請企業（この加工外注は造船所が資材を供給して下請工

場で加工する），補助機械や中小機器類を製作する中小企業は，地元備後を中心に所在している。

一般に関連工業メーカーとは，この下請的性格の強い中小企業群をさすことが多い。本稿で対象

とするのも，この地元の中小企業群である。

1．地域経済の特徴と造船関連産業

まず，高度成長期の備後沿岸部を管轄する尾道・福山・三原各税務署の高額所得者名簿を手が

かりに，それぞれの地域経済の特徴と造船業との関連を窺い，次いで尾道（旧尾道市・向島）と

因島の関連産業について分析する。

表2～4によって，1961年度の各税務署管内の高額所得者の動向をみると，3管内とも医師が

目立つが，尾道税務署管内（因島・向島を含む）のトップ杉原正雄は，向島船渠（現，向島ドッ

ク）社長である（以下，向島ドックのホームページ）。向島船渠は，1929年に杉原正雄が創業し

た船舶修繕業の杉原造船鉄工所が前身であるが，1907年開渠の乾ドックを修理して開業したと

いうから，尾道水道においても明治末期には本格的な造船業が始まっていた。1961年頃，向島

船渠は鋼船の修理と建造の両方を行っていたが，66年から修理専業となり，現在も国内有数の

船舶修繕専業工場である。2位田頭正士は因島の田頭工作所の経営者である。同工作所は，日造

因島の元従業員が1945年に起業したものであり（村上（1973），48，113頁），日造や尾造などに

製品を納入していた。同社は現存するが，かつては舶用ハッチカバーの主要メーカーで，従業員

数も200名を超えていた。ただし現在は，その生産はイワキテックに譲り，従業員約40名と規

模を縮小して，船尾部のブロック鋼材組立加工などをしている。やはり日造撤退の影響は否めな

い2。3位古川喬雄は古川製作所経営者であり，同製作所は包装機械製造業ではあるが，造船業

とは直接関係ない。現在は本社を三原市に移し，全国・海外に拠点を設置して，中堅企業として

順調に発展している。4位橋本龍一は尾道における近世以来の有力商人橋本家の当主であり，

2 もっとも田頭家はその他複数の会社を経営している。同工作所の現況は，因島鉄工業団地協同組合から
の聞き取り（2018年11月）などによる。
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表２ 尾道税務署管内高額所得者一覧（１９６１年度）

順
位 氏 名

総所得
額

（千円）
住 所 職 業 創業

年 企業現況等

１ 杉原正雄 １１，８５９ 尾道市西御所町 向島船渠社長 １９５０ 前身は１９２９開業，１９６６造船中止，修繕専
業．現，向島ドック，２０１７従業員１６１名

２ 田頭正士 １１，４１３ 因島市中庄町 田頭工作所
（日立造船所下請）

現存，１９６２株式会社化か，創業以来尾道造
船と取引，現在規模を縮小し経営は安定

３ 古川喬雄 １０，２３０ 尾道市吉和町 古川製作所
（食品機械製造）

１９５７ 現存，従業員２８３名．１９５７国産初の真空包
装機を開発．現在，輸出・海外（中国）展開

４ 橋本龍一 ８，７５１ 〃 久保町 広島銀行頭取・尾道鉄道
社長など

１８７８ 創業年は広銀の前身尾道第六十六国立銀行，
長男橋本宗利も広銀専務などを歴任

５ 冠野春義 ６，８９８ 御調郡向東町 土建，サルベージ冠野組 現存せず
６ 広川政太郎 ５，６４１ 尾道市十四日町 広川石油社長 １８５７ １９７２本社を広島市に移転．現，広川エナス

など広川グループ
７ 青山俊三 ５，３８６ 〃 栗原町 尾道市長，青山病院前院

長
１９２６ 青山病院（精神科・神経内科）は現存

８ 余越義夫 ５，３７９ 〃 土堂町 市八金属社長 現存せず
９ 大林義彦 ５，１６８ 〃 土堂町 村上病院外科医 映画監督大林宣彦の実父，村上医院として

存続
１０ 湯浅俊男 ５，１４１ 〃 土堂町 村上病院内科医 湯浅内科として独立・存続
１１ 手塚景三 ５，０６０ 〃 久保町 啓文社（書店）社長 １９３１ 現存，従業員４８０名，岡山・広島に商圏を

拡大，創業地の久保店は２００６閉店
１２ 田中時彦 ４，６４１ 〃 栗原町 尾道造船専務
１３ 杉原幹男 ４，６１０ 〃 栗原町 向島船渠専務
１４ 荒瀬利治 ４，４５７ 〃 久保町 ポーラ化粧品 現存せず
１５ 島居武司 ４，３９６ 〃 吉和町 尾道製錨社長→尾道錨製

造㈱
２０００年代頃まで存続

１６ 金尾 馨 ４，３０８ 〃 土堂町 金尾汽船，芸備電業社長 戦後 次代が事業継承，千光寺山荘・料亭魚信を
経営

１７ 瀬尾 豊 ４，０５１ 世羅郡世羅町 医師 現存の瀬尾医院か
１８ 赤松翁一 ３，９３８ 尾道市久保町 赤松産婦人科病院長 戦前 ２０００年代頃に廃業
１９ 吉田定男 ３，９０９ 〃 久保町 尾道造船社長
２０ J.C.Beverly ３，７７３ 因島市土生町 会社員 日立造船技術者か
２１ 太組修一 ３，７４５ 尾道市吉和町 太組電気商会 現存せず
２２ 渡利常松 ３，５７９ 御調郡向島町 向島紡績社長 １９１８ 帆布製造目的により設立，２０１１末閉鎖，１９５６

頃から東レ系列，１９６２従業員３１０名
２３ 広川正雄 ３，５１８ 尾道市十四日町 広川石油専務
２４ 瀬尾義和 ３，４７５ 世羅郡世羅町 医師 現存の瀬尾医院か
２５ 宮地 � ３，４６７ 御調郡向島町 太平商事社長 浚渫業，現存せず
２６ 庫田益雄 ３，４２７ 尾道市久保町 尾道魚市場社長
２７ 福田英尺 ３，３９３ 因島市土生町 日立造船因島工場長
２８ 中川安雄 ３，３０１ 尾道市土堂町 硝子商 １９０１ 現存，本通り商店街，中川硝子店，１９６２頃

得意は市内料理飲食店・備後一円
２９ 三浦秀雄 ３，２３３ 御調郡向東町 中国電気工事 中国電力系の中電工は現存
３０ 日暮喜八 ３，１０８ 尾道市久保町 丸善化成社長 １９３８ 現，丸善製薬，甘草エキスなど製造
３１ 久保金一 ３，１０５ 因島市土生町 久保組（日立造船下請業） 現存，船体塗装
３２ 福島利助 ２，９８６ 尾道市吉和町 福利物産社長 １７８６ 現存，北前亭，海産物・食品加工
３３ 三好政市 ２，９６１ 〃 栗原町 三好鉄工社長 １９２２ 現存，製鉄機械・船舵軸系装置・内燃機部

品などの製造，車両・船舶エンジンの修理
３４ 笠井祐蔵 ２，９５６ 〃 久保町 笠井外科医院長 戦前 次々代が継承し，現存
３５ 小田原時春 ２，９３１ 〃 土堂町 尾道乾物 現存せず．駐車場経営の㈱小田原ピル（土

堂町）か

（出所）『経済レポート』７号（１９６２年５月）．
注：「創業年」「企業現況等」欄は，各社ホームページなどによる．資料の誤りは訂正した．
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先々代の当主橋本吉兵衛（静娯）が広島銀行の発祥となった尾道第六十六国立銀行を創立した

（松村（2018））。龍一は，この頃広島銀行頭取でありながら尾道に在住して尾道鉄道社長なども

兼務していた。橋本家は近世以来三原・向島・因島・常石などに塩田も所有していた。以下，表

2をみると，尾造・向島船渠・日造などの造船関係者や，サルベージ・浚渫・錨製造・その他舶

用機器製造修理・船体塗装・汽船経営など，船・港湾関係，魚市場・海産物加工など海関係の事

業者・従業者が大きな比重を占めている。向島紡績も1918年に帆布工場として設立されたもの

であり，1960年前後頃は東レ系列下で合繊製造を行っていたが3，尾道をはじめ備後沿岸部の繊

表 3 福山税務署管内高額所得者一覧（１９６１年度）
順
位 氏 名 総所得額

（千円） 住 所 職 業 創業年 企業現況等

１ 松本末太郎 １８，９１７ 深安郡神辺町 山陽染工社長 １９２５ 現存，織物染色漂白業
２ 宮地清一 １７，４４６ 福山市御門町 広島ゴム社長 １９４７ 広島護謨工業㈱．現，広島化成㈱
３ 勝岡博 １１，７７５ 〃 三吉町 広島グラスビーズ

社長
１９５３ 現存，グラスビーズ（ガラス製ビーズ）製造，

販売部門は㈱MIYUKI
４ 松本卓臣 １０，７４９ 〃 西町 山陽染工重役
５ 野田守 １０，３１６ 〃 西町 福山ヤクルト社長 現，新広島ヤクルト販売会社福山支社
６ 渋谷昇 ８，４８８ 〃 天神町 福山通運社長 １９４８
７ 寺岡宏 ８，３６８ 〃 本庄町 外科医
８ 池田清一 ８，２５６ 〃 野上町 鋳物
９ 徳永実男 ８，１８１ 深安郡神辺町 （譲渡所得）
１０ 坂本太郎 ７，６４３ 福山市草戸町 鋳造業
１１ 藤井与一右

衛門
７，１０８ 〃 西町 藤井酒造社長 １９５０ 現存せず，くろがねや当主，近世以来の大地

主，酒造業は近世から，福山電気化学社長も
１２ 小林軍一 ６，７１２ 〃 野上町 鋳物
１３ 生駒定夫 ６，４９７ 松永市今津町 計量器製作
１４ 藤谷かね ６，４１６ 福山市築切町 （譲渡所得）
１５ 平川一義 ６，２２２ 〃 府中町 耳鼻科医
１６ 大林新 ６，１３４ 〃 佐波町 精神科医
１７ 宇田真平 ６，０５４ 〃 水呑町 八興社社長 現，八興建設
１８ 藤井頼雄 ６，０５２ 〃 西町 中国紡織重役 １９４８ 資料は「中国紡績」とあるが誤りと思われる．

山陽染工の子会社
１９ 武田学干 ５，８７１ 沼隈郡沼隈町 鉄工
２０ 河村光男 ５，７９６ 福山市新馬場町 工具販売
２１ 石村利光 ５，７１１ 〃 紅葉町 鉄工
２２ 神原秀夫 ５，４２０ 沼隈郡沼隈町 海運（神原汽船） １９０３ 神原汽船・常石造船社長
２３ 小林正夫 ５，３５７ 福山市三吉町 日本製鋼重役 日本製鋼広島製作所であろう，現存
２４ 藤井棖太郎 ５，１９５ 〃 地吹町 福山電気会社重役 福山電気化学会社か，現存せず
２５ 松井四郎 ４，９３７ 〃 明治町 文具
２６ 坂本トシ子 ４，８７８ 〃 光南町 文具
２７ 小林康郎 ４，８６９ 松永市今津町 家具製造
２８ 竹政健次郎 ４，８６７ 福山市天神町 竹政病院院長
２９ 岡本勝 ４，６４６ 松永市松永町 中外製薬工場長 松永工場は現存せず
３０ 寺岡正一 ４，４３４ 福山市野上町 寺岡製作所社長 現存せず
３１ 国岡平八 ４，４２４ 〃 延広町 市会議員
３２ 佐藤賢一 ４，４０４ 〃 東深津町 佐藤農機社長 １９３７ 現，佐藤農機鋳造．機械加工業，戦時中は三菱

重工三原の協力工場，戦後はワラ加工機等
３３ 倉橋幾太郎 ４，３６５ 〃 下魚屋町 倉橋商店社長 １９４６ 現，㈱クラハシ．水産物食品卸商社，従業員

１５０名
３４ 小林政義 ４，３６０ 〃 沖野上町 鋳物
３５ 水成春夫 ４，２６０ 〃 桜馬場町 会社重役

（出所）『経済レポート』８号（１９６２年５月）．
注：「創業年」「企業現況等」欄は，各社ホームページなどによる．
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維産業は，戦前から帆布・漁網といった舶用・漁業用のものが多かった。尾道の鉄工業も前近代

から錨など舶用需要により発展したといわれる。要するに，尾道は前近代以来，何らかの形で海

と関わりながら生きてきた都市であることが，表2にもよく反映されており，とりわけ高度成長

期は造船関係の比重が高まっていた。

これに対して，福山税務署管内は（表3），一見して陸上用の化学・金属加工などの製造業が

かなり高い比重を占めており，あまり造船ないし海関係のものはみられない。かろうじて神原汽

船・常石造船両社社長の神原秀夫が22位に名を連ねていた。福山は，尾道・因島などの造船業

の関連企業も存在していたのであるが，それ以上に陸上向けの製造業が発達していたことが，こ

の表にもあらわれている。

三原税務署管内（瀬戸田町［生口島］を含む）については（表4），福山・尾道に比して200

万円以上所得者が少なく，かつ「譲渡所得」＝土地売却によって高額所得が生じたり，5位の耕

三寺耕三のように戦前の高額所得によって得た不動産の経営であったりして，実業による高額所

得者があまり顕著ではない。そして新三菱重工三原製作所や帝人三原工場の関係者がめだち，三

3 『経済レポート』14号（1962年7月）。2011年閉鎖頃まで東レ系列だったと思われる。この頃，東レは
関係会社を整理している（東レ（2018），475）。

表４ 三原税務署管内高額所得者一覧（１９６１年度）
順
位 氏 名 総所得額

（千円） 住 所 職 業 創業年 企業現況等

１ 原為人 ８，４０７ 三原市本町 （譲渡所得）
２ 赤石力 ７，７５６ 〃 中之町 製材
３ 勝村重登 ４，１６７ 〃 港町 勝村材木店 １９１９ 現，勝村材木株式会社
４ 浜中武彦 ４，１６０ 〃 糸崎町 （譲渡所得）
５ 耕三寺耕三 ４，０７６ 豊田郡瀬戸田町 不動産 大正・昭和戦前期に大阪で活躍した元実業家金本耕三
６ 村上清市 ４，０４３ 三原市本町 日本料理
７ 勝村善四郎 ３，４１６ 〃 港町 （譲渡所得）
８ 中川正司 ３，１３８ 〃 城町 木材重役
９ 遠藤勇一 ２，９７１ 〃 本町 三菱病院院長
１０ 吉野亢 ２，９４４ 〃 糸崎町 新三菱重工
１１ 富沢サワ ２，８６０ 〃 城町 日本料理
１２ 難波幸一 ２，８３０ 〃 円一町 産婦人科医院
１３ 伊達金治 ２，８２３ 〃 本町 鉄工
１４ 豊島金吾 ２，８２０ 〃 東町 久島化学社長 現存せず
１５ 勝村善博 ２，７９５ 〃 港町 （譲渡所得） 現，三原商工会議所会頭，三原テレビ放送社長，三原

市文化協会会長など
１６ 勝村真樹 ２，７９５ 〃 港町 （譲渡所得）
１７ 遊川正嗣 ２，７０２ 〃 円一町 帝人
１８ 勝村レイ ２，６０２ 〃 港町 （譲渡所得）
１９ 永井幸八郎 ２，５９７ 〃 本町 歯科医
２０ 佐井忠彦 ２，５８３ 〃 本町 水道工事
２１ 堀田ヨシ ２，５３２ 豊田郡瀬戸田町 塩田
２２ 利光一久 ２，５１３ 三原市糸崎町 新三菱重工
２３ 村上須平 ２，４４４ 豊田郡瀬戸田町 瀬戸田造船 １９４４ 現，内海造船
２４ 大瀬微夫 ２，３５１ 三原市中之町 大洋漁業船長
２５ 松浦倫示 ２，３４０ 〃 港町 丸大社長 現存せず，マルダイパーキングはある

（出所）・注とも，前表と同じ．
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原経済のやや大企業依存的な性格がみえる。それでも瀬戸田造船や大洋漁業の関係者が下位にみ

られる。

結局，この頃3地区いずれの高額所得者にも造船関係者は現れるが，尾道・因島地区が突出し

て造船業との関わりが深かった点が窺われる。

次に，この地域の造船関連工業の特徴につき概観しよう。既述のように，高度成長期～70年

代において，備後のみならず，広島県を中心とする中国地方では，造船業の発達に対して関連工

業は相対的に発達しておらず，多くの重要関連工場は阪神・関東に集中していた。瀬戸内の主要

造船所はこれら大都市圏の関連工場と取引していた。これは，日本鋼管福山製鉄所の取引先に京

浜・阪神方面の企業が多かったこととやや似ている。備後でも舶用の主機など重要機械・機器は

日造因島以外では製作されず，大手造船ないし大都市圏のメーカーに依存した。鋼材も1965年

に日本鋼管福山製鉄所が開設されるまでは，域内からの調達はまったくできなかった。そして

1970年代末頃，運輸省中国海運局管内では，工場数は尾道地区（因島・生口島を除き，福山・

向島・三原などを含む）が最も多いが（以下，表5および同表の資料），規模は小さく，広島・

呉・玉野の方が大工場は多かった（稲田（1967），23頁の第12表）。備後は恵まれた自然条件も

あって造船業が発達したが，地場の工業発展は追いついていけなかった面がある。しかも向島を

含む旧尾道市域と因島との比較では，港湾都市として古い歴史をもつ尾道よりも，近現代に備後

最大の造船所が設置された因島の方が関連産業の発展が弱かった（表6）。1970年代後半頃でも，

JIS表示許可工場は中国海運局管内に8あったが，尾道5，玉野・呉・松江各1で，因島は皆無

であった。日本舶用工業会（303社加入）の会員は中国管内で最大は尾道6（すべて中小企業）

に対して，因島は日立造船のみで中小企業の会員は皆無であった。そして中国地方では，尾道地

区に工場が最も多く集中しながらも，重要舶用工業の展開が弱いという特徴はその後も長く残っ

た（表7）。しかし次に示すように，小型舶用機器類で国内有数のメーカーに成長している例は

表５ 中国地方の造船関連工場数（１９７８年末）

種 別 尾道 因島 呉 広島 徳山 玉野 松江 その他
とも計

エンジン・ボイラ ２ ２ ３ ３ ２ １４
舶用補助機械 ８ ４ １０ ３ １ ５ ５ ４０
甲板機械 ６ １ ２ ２ １ １３
部分品・附属品 １１ １１ ２ ５ ２５ ２ ６２
錨・錨鎖 ３ ２ ５
艤装品 ３８ １０ １０ ４ ４ ９ ７６
機関修理 １１ ６ １０ ４ １５ ６ １２ ８６

以上計 ７７ ２２ ４６ １８ ２７ ４８ ２２ ２９６
実数計 ７０ １９ ３６ １７ ２２ ３７ ２０ ２５６

（出所）中国地方総合調査会（１９７９），５９頁，表Ⅱ―１６より作成．原資料は中国海運局「管
内造船資料」（１９７９年４月）．

注：１）地区区分は，運輸省中国海運局の支局・出張所別，「広島」は本局．
２）「因島」は因島・生口島，「徳山」は下関など山口県西部を除く県東部，「松江」は
島根県全域，「尾道」は本文参照．

３）他の地区と実工場数は，木江（広島県大崎上島）１２，水島（笠岡から倉敷まで）
８，境（鳥取県全域）１５．
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みられるし，事業範囲も備後に止まらず全国展開している例は少なくない。また備後には，分厚

く形成された社外工層を雇用して造船下請作業を行う請負協力企業が，古くから現在に至るまで

多く存在している。

2．旧尾道市・向島

高度成長期から1970年代の尾道地区は中国地方で造船関連工場が最も多いだけでなく，多様

性もあった。表5の資料には，中国海運局管轄内で「最も多様な構成となっているのが尾道地区

表７ 中国地方の舶用工業事業所数（２００６年末）
種別 尾道 因島 呉 広島 岡山

機関部品附属品 ２ １ １４
艤装品 ２５ ３ ３ ２ ３
航海用機器 １ １ ４
軸系及びプロペラ ３ １
係船・荷役機械 ４ ３
舶用補助機械 ２ １ １ ３ ２
舶用内燃機関 １
舶用タービン １

計 ３７ ４ ８ １１ ２１

（出所）㈶ちゅうごく産業創造センター（２００９），３９頁，図表
Ⅱ―７より作成．原資料は国交省中国運輸局「中国運輸
局船舶関係資料」．

注：１）狭義の舶用工業（舶用機器製造事業所）を対象とし，
常時５人以上の従業員を雇用する企業の工場数．

２）地区区分は，中国運輸局の支局・出張所別，「広島」は
本局．上位５地区を表示した．

３）他の地区と事業所数は，水島６，島根３，山口２，鳥取１．

表６ 尾道・因島周辺の金属機械工場数（１９７６年末）
尾道市 向島 因島 生口島

総数（除造船所） ４８ ９ ３１ ８

鉄 鋼 ５ ２
非鉄金属 ２
金属製品 １６ ４ ９ １
一般機械 １５ １ ３ ３
電気機器 ２ １
輸送用機器 ８ ２ １８ ４

１０～２９人 ３２ ５ １２ ３
３０～４９人 ８ １１ ２
５０～９９人 ５ ２ ７ ３
１００～１９９人 ３ １ １
２００～２９９人 １

造船所数 ５ ８ ５ ５

（出所）表５と同じ．原資料は『全国工場通覧』（１９７８年版）．
注：１）従業員１０人以上の工場について．

２）向東町は「向島」に含め，「尾道市」に含めない．した
がって「尾道市」は本土側のみ．

３）自動車部品工場も除いてある．
４）因島付近の広島県側には，他に佐木島に１工場ある．

備後造船業の展開と地域経済・関連産業 57



表
８
旧
尾
道
市
・
向
島
に
お
け
る
長
期
存
続
企
業
の
例
（
造
船
・
海
運
・
港
湾
関
連
企
業
，
機
械
メ
ー
カ
ー
な
ど
）

番 号
社

名
創
業
・
設
立

１９
６２
年
頃
の
状
況

そ
の
後
お
よ
び
現
況

①
尾
道
諸
品
倉
庫

天
保
年
間

倉
庫
業
な
ど
．
起
源
は
，
広
島
藩
が
作
ら
せ
た
天
保
期
創
立
の
尾
道
諸
品
会
所

岡
山
・
岩
国
・
三
原
な
ど
に
支
店
・
営
業
所
設
置
．
尾
道
の
海
岸
沿
い
に
広
大
な
倉

庫
あ
り

②
円
福
寺
商
店

１８
８４

建
築
材
料
卸
商
．
松
山
・
新
居
浜
な
ど
愛
媛
県
も
商
圏
と
し
，
造
船
所
へ
も
納
入
．

昭
和
戦
前
期
に
す
で
に
規
模
は
大
き
い

１９
６４
福
山
支
店
開
設
，
現
，
㈱
円
福
寺

③
こ
じ
ま

古
島
鉄
工
所

１９
１０
年
代
初

収
益
上
伸
，
舶
用
エ
ン
ジ
ン
製
造
・
販
売
・
修
理
，
新
三
菱
重
工
三
原
製
作
所
の
車

輌
部
品
製
造
，
創
業
５０
年
，
取
引
先
は
尾
道
市
内
・
因
島
・
向
島
・
三
原
，
取
引

造
船
所
は
，
瀬
戸
田
造
船
・
田
熊
造
船
，
そ
の
他
数
社
，
船
主
と
の
直
接
取
引
が

主
，
従
業
員
４２
名
，
尾
道
に
お
け
る
焼
玉
エ
ン
ジ
ン
の
先
駆
者

創
業
百
年
，
現
在
は
全
国
各
造
船
所
と
取
引
の
あ
る
川
重
商
事
へ
も
製
品
を
納
入

④
三
谷
製
作
所

１９
１８

陸
舶
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
エ
ン
ジ
ン
（
た
だ
し
仕
上
・
加
工
か
），
農
機
具
の
製
造
・
販

売
，
販
路
は
中
国
四
国
九
州
阪
神
方
面
，
納
入
先
は
瀬
戸
田
造
船
・
向
島
船
渠
・
田

熊
造
船
・
常
石
造
船
ほ
か
約
10
0
社
，
仕
入
先
は
ヤ
ン
マ
ー
デ
ィ
ー
ゼ
ル
・
新
三
菱

重
工
・
池
貝
鉄
工
・
久
保
田
鉄
工
，
従
業
員
６７
名
，
深
安
郡
川
口
村
（
現
福
山
市
）

で
創
業
，
１９
３０
尾
道
に
進
出

創
業
百
年
，
現
在
は
機
械
加
工
，
ネ
ジ
製
作
，
取
引
先
は
，
寿
工
業
（
佐
伯
市
・
船

体
ブ
ロ
ッ
ク
）
・

JF
E
ス
チ
ー
ル
・
三
菱
重
工
・
ク
ボ
タ
・
ア
ペ
ッ
ク
ス
（
広
島

市
，
機
械
）
な
ど
，
従
業
員
４４
名

⑤
三
平
工
作
所

１９
２０

艤
装
品
製
造
，
製
缶
，
機
械
が
主
．
日
造
因
島
・
向
島
に
よ
る
発
注
（
原
材
料
支

給
）
が
工
数
の
９
割
，
他
は
住
友
機
械
新
居
浜
，
久
野
島
化
学
，
住
倉
工
業
な
ど
，

従
業
員
６３
名
，
日
造
協
力
工
場
で
も
屈
指
・
受
注
歴
２４
年
，
た
だ
し
経
済
変
動
を

考
慮
し
て
独
自
製
品
開
発
を
進
め
て
い
る

１９
６５
日
本
鋼
管
福
山
製
鉄
所
建
設
工
事
，
以
後
同
社
と
の
取
引
関
係
深
ま
り
，
保

全
業
務
に
三
平
興
業
を
福
山
市
に
設
立
．
製
鉄
機
械
設
備
・
船
舶
艤
装
品
・
プ
レ
ス

加
工
な
ど
．
主
要
取
引
先
：

JF
E
ス
チ
ー
ル
西
日
本
製
鉄
所
・
三
菱
重
工
な
ど

⑥
三
好
鉄
工

１９
２２

尾
道
・
三
軒
家
で
小
型
陸
舶
用
内
燃
機
関
の
製
造
・
修
理
を
開
始
，
１９
３６
小
型

デ
ィ
ー
ゼ
ル
機
関
を
中
国
地
方
で
最
初
に
製
造

現
存
，
製
鉄
機
械
・
船
舵
軸
系
装
置
・
内
燃
機
部
品
な
ど
の
製
造
，
車
両
・
船
舶
エ

ン
ジ
ン
の
修
理

⑦
波
多
野
商
店

１９
２０
年
代
初

尾
道
港
・
松
永
湾
・
日
立
造
船
な
ど
の
外
国
船
へ
の
食
糧
販
売
．
創
業
４０
年
．
従

業
員
６
名

現
，
波
多
野
船
食

⑧
不
二
製
作
所

大
正
期

機
械
鋳
物
，
舶
用
工
業

金
属
切
削
加
工
，
舶
用
工
業
，
経
営
は
安
定
（
現
社
長
広
角
修
良
氏
談
）

⑨
大
池
製
缶
所

１９
３０

船
舶
艤
装
製
造

取
引
先
は
，
内
海
造
船
・
福
岡
造
船
・
今
造
・
常
造
・
尾
造
・
不
二
製
作
所
・
北
川

鉄
工
所
な
ど
．
不
二
製
作
所
の
隣
に
所
在
，
従
業
員
１１
名

⑩
中
田
組

１９
３２

１９
５０
～
６０
年
代
に
，
日
造
因
島
・
尾
造
・
三
菱
重
工
（
三
菱
造
船
）
長
崎
・
川
崎

重
工
坂
出
の
各
工
場
内
に
営
業
所
設
置

現
，
ナ
カ
タ
・
マ
ッ
ク
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
．
船
舶
陸
上
塗
装
・
船
舶
各
種
装
置
・

海
運
． １
９７
２
千
年
工
場
，
２０
００
年
代
に
住
友
重
機
追
浜
・
米
軍
横
須
賀
基
地
と
取
引

開
始
，
出
張
所
開
設
，
２０
１６
従
業
員
２８
４
名

⑪
寺
本
鉄
工
所

１９
３４

新
三
菱
重
工
三
原
の
協
力
工
場
で
，
売
上
は
，
製
缶
部
門
・
船
舶
用
滑
車
・
鍛
造
部

門
・
車
輌
部
品
そ
の
他
の
順
，
従
業
員
１４
０
名
．
小
型
船
建
造
工
場
も
あ
り
．
納
入

先
は
，
新
三
菱
重
工
三
原
や
日
立
造
船
・
三
菱
・
三
井
な
ど
の
大
手
造
船
が
多
い

鍛
造
・
鉄
工
・
舶
用
荷
役
・
舶
用
艤
装
製
品
な
ど

⑫
向
島
造
機

１９
３９

１９
４８
三
菱
重
工
三
原
の
下
請
協
力
工
場
に
な
る
，
１９
５５
小
型
鋼
船
建
造
と
と
も
に

産
業
機
械
製
造
着
手
，
１９
６１
造
船
部
門
は
売
上
の
５０
％
．
新
三
菱
重
工
三
原
製
作

所
の
車
輌
部
品
製
造
・
国
鉄
用
豆
炭
製
造
機
製
作
（
中
国
地
方
で
１
社
の
み
，
食
堂

車
用
）
な
ど
多
様
な
事
業

１９
６７
日
本
鋼
管
と
協
力
，
１９
９７
新
造
船
部
門
撤
退
，
造
船
部
門
は
修
繕
に
特
化
，

産
業
機
械
製
造
，
全
国
に
販
路
． ２
０１
６
従
業
員
５０
名
，
協
力
工
場
１２
社
・
７０
名

⑬
宮
地
鋼
業

１９
４０

鋼
材
等
販
売
，
加
工
販
売
，
島
嶼
部
な
ど
へ
．
旧
宮
地
金
物

現
，
㈱
ミ
ヤ
ジ
．

JF
E
ス
チ
ー
ル
な
ど
と
取
引
．
取
引
先
き
わ
め
て
多
数
．
従
業
員

８０
名
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⑭
菊
鈴
工
業

１９
４１

戦
後
直
後
か
ら
尾
道
の
造
船
業
界
で
活
動
，
工
作
機
械
・
土
木
建
設
機
械
な
ど
の
販

売
，
納
入
先
日
造
大
阪
工
場
・
新
三
菱
重
工
三
原
・
三
井
造
船
玉
野
ほ
か
２０
０
社
，

近
畿
・
中
国
地
方
一
円
，
従
業
員
５０
名

１９
６５
本
社
を
大
阪
に
移
転
，
現
，
キ
ク
ス
ズ
，
西
日
本
各
地
・
タ
イ
に
営
業
拠
点
，

社
員
数
８０
名

⑮
青
木
組

１９
４３

海
上
陸
上
土
木
工
事
，
関
西
一
帯
の
臨
海
工
業
地
帯
，
主
に
官
公
庁
の
請
負

本
社
尾
道
，
東
京
本
店
・
東
北
営
業
所
（
仙
台
）
も
あ
り
，
一
般
土
木
工
事
に
拡

張
，
東
京
湾
浦
賀
水
道
浚
渫
な
ど
，
業
務
上
船
舶
も
所
有

⑯
古
川
製
作
所

１９
４６

当
初
菓
子
製
造
，
包
装
機
を
開
発

１９
７２
世
界
一
高
速
運
転
の
真
空
包
装
機
を
開
発
，
現
在
海
外
展
開
，
従
業
員
２８
３

名
，
１９
８９
本
部
を
三
原
市
へ
，
ハ
イ
パ
ッ
ク
な
ど
関
連
会
社
は
尾
道
に
あ
り

⑰
向
島
運
航

１９
４６

尾
道
駅
前
‐
向
島
富
浜
の
フ
ェ
リ
ー
運
航

社
長
は
山
陽
船
舶
電
機
㈱
社
長
を
兼
務

⑱
大
船
装
備

１９
４８

船
舶
・
車
両
内
装
備
品
の
製
造
・
修
理
，
１９
４８
大
阪
船
舶
装
備
の
中
国
営
業
所
と

し
て
開
設

イ
ン
テ
リ
ア
用
品
取
扱

⑲
山
陽
工
業

１９
５０

バ
ル
ブ
類
販
売
を
開
始
，
新
三
菱
重
工
三
原
・
尾
造
・
瀬
戸
田
造
船
の
専
属
納
入
商

社
と
な
る
． １
９５
３
事
業
部
設
置
し
，
水
道
事
業
に
進
出
．
そ
の
後
船
舶
配
管
・
仕

上
・
冷
凍
機
工
事
等
を
兼
ね
，
常
造
・
幸
陽
船
渠
な
ど
の
専
属
請
負
業
．
創
業
者

（
現
会
長
）
は
松
永
の
小
学
校
教
師
・
村
長
の
息
子
，
新
三
菱
重
工
三
原
勤
務

現
在
は
尾
道
ロ
イ
ヤ
ル
ホ
テ
ル
・
第
一
ホ
テ
ル
・
国
際
ホ
テ
ル
な
ど
観
光
業
，
損
保

代
理
業
な
ど
も
，
販
売
先
は
尾
造
・
住
友
重
機
・
高
砂
熱
学
工
業
・
三
機
工
業
・
内

海
造
船
・
今
造
・
伯
方
造
船
・
官
公
庁
な
ど

⑳
鐵
萬
商
事

１９
５１

鋼
材
・
銅
材
販
売
業

船
舶
用
鋼
材
（
造
船
鋼
材
）
取
扱
．
全
国
に
発
送
．
全
国
ナ
ン
バ
ー
ワ
ン
の
ス
ト
ッ

ク
ヤ
ー
ド
（
在
庫
量
が
日
本
一
）

�
新
浜
工
作
所

１９
５２

新
三
菱
重
工
三
原
の
協
力
工
場
，
製
造
図
面
製
作
・
溶
接
・
塗
装

溶
接
，
塗
装
，
鉄
道
車
両
用
空
気
タ
ン
ク
製
造

�
日
工
ア
ス
ベ
ス

ト
１９
５３

石
綿
ゴ
ム
各
種
パ
ッ
キ
ン
，
保
温
保
冷
材
料
卸
売
お
よ
び
同
工
事
請
負
，
販
路
は
広

島
県
・
四
国
・
山
口
・
北
九
州
，
と
く
に
日
造
因
島
・
向
島
，
尾
造
，
新
三
菱
重

工
，
帝
人
三
原
，
瀬
戸
田
塩
業
組
合
な
ど
，
従
業
員
２７
名

現
，
日
工
株
式
会
社
，
各
種
ガ
ス
ケ
ッ
ト
・
工
業
用
ゴ
ム
製
品
・
樹
脂
ホ
ー
ス
・
断

熱
材
・
接
着
剤
卸
売
お
よ
び
同
工
事
請
負
，
販
路
は
中
国
・
四
国
・
九
州
・
関
西
・

東
日
本
，
社
員
９１
名

�
興
進
産
業

１９
５９

１９
６０
船
舶
解
撤
・
伸
鉄
圧
延
を
開
始

１９
６７
倉
庫
業
開
始
，
日
造
・
内
海
造
船
向
け
鋼
板
中
継
業
務
を
開
始
，
１９
７２
新
日

鉄
・
三
井
物
産
と
提
携
し
て
日
造
因
島
工
場
向
け
の
加
工
工
場
を
建
設
．
主
要
取
引

先
は
三
井
物
産
・
川
重
・
神
戸
製
鋼
・
Ｊ
Ｆ
Ｅ
ス
チ
ー
ル
・
三
井
造
船
・
常
造
・
尾

造
・
今
造
・
住
友
商
事
・
新
日
鉄
住
金
・
三
菱
重
工
な
ど

�
中
鉄
工
所

戦
前
か

舶
用
製
品
，
焼
玉
エ
ン
ジ
ン
の
修
理
が
５０
％
，
従
業
員
１５
０
名
，
取
引
先
は
波
止

浜
造
船
・
佐
野
安
造
船
・
幸
陽
船
渠
・
中
国
舶
用
品
・
そ
の
他
海
運
会
社
な
ど
多

数
，
１９
６２
一
旦
経
営
破
綻
，
６５
経
営
再
開

船
舶
艤
装
品
（
主
に
水
密
す
べ
り
戸
，
曳
航
フ
ッ
ク
）
の
加
工
，
昭
和
３０
年
代
か

ら
船
舶
製
品
を
手
が
け
，
４０
年
代
に
は
油
圧
，
空
圧
，
電
気
を
含
ん
だ
シ
ス
テ
ム

化
を
い
ち
早
く
実
現
，
全
国
各
地
の
造
船
所
に
納
入
実
績
を
重
ね
，
高
い
評
価
を
得

て
い
る

�
三
栄
工
業

１９
５０
年
代

デ
ィ
ー
ゼ
ル
部
品
，
ピ
ス
ト
ン
リ
ン
グ
な
ど
取
扱
，
タ
ン
カ
ー
「
栄
隆
丸
」
を
鶴
見

運
送
に
委
託
運
航

副
業
な
い
し
資
産
を
も
っ
て
お
り
，
そ
れ
に
よ
る
収
入
あ
り
．
現
在
も
船
舶
用
内
燃

機
関
部
品
の
販
売

�
山
陽
船
舶
電
機

・・
・

船
舶
電
気
装
備
な
ど
．
納
入
先
は
尾
造
・
向
島
船
渠
・
瀬
戸
田
造
船
・
竹
原
造
船
・

幸
陽
船
渠
・
第
六
管
区
海
上
保
安
部
，
仕
入
先
は
湯
浅
蓄
電
池
・
安
川
電
機
・
沖
電

気
な
ど

従
業
員
２４
名
．
向
島
出
身
の
社
長
は
向
島
運
航
社
長
な
ど
も
兼
任

�
尾
道
機
械
工
具

・・
・

機
械
工
具
８０
％
，
舶
用
品
２０
％

機
械
工
具
の
商
社

（
出
所
）『
経
済
レ
ポ
ー
ト
』
１～
１５
号
（
１９
６２
年
３～
７
月
），
各
社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
．

注
：
上
記
資
料
に
記
事
が
掲
載
さ
れ
る
な
ど
１９
６２
年
頃
か
ら
現
在
ま
で
存
続
す
る
企
業
の
例
．「
社
名
」
は
１９
６２
年
当
時
の
そ
れ
．「
創
業
・
設
立
」
は
判
明
す
る
限
り
前
身
組
織
の
創
業
年
を
含
む
．
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であり，業種別には，艤装品関係の事業所が多く，中国管内の半数を占め，［中略］生産機能に

限らず，船具商などの商社機能や，設計，請負工事その他造船に関連した様々な業種・業態の地

域的集積が形成されている点に，大きな特色がある」という（中国地方総合調査会（1979），58）。

近年でも，尾道市内の舶用工業は40社余あるが，近くに舶用工業があると「無理も利く」（内海

造船瀬戸田工場長）とか，「多品種・小ロット・即納で調達する必要があり」，近くに舶用製品生

産企業があると助かる（ユニバーサル造船因島事業所長）といわれる（以上，海事都市尾道推進

協議会編（2010），19，25）。それは，相対的に小型のローテク製品製造企業が集中していること

を示すが，むろんそれも造船業に必須ではある。

旧尾道市および向島に高度成長期に存在した造船関連企業で，現存しているものの一部を表8

にあげた。造船関連産業といっても，少しでも造船所と取引していた企業まで含めるとその数は

きわめて多くなり，正確な統計も存在しないため，このような試みしかできない。広義の造船関

連産業の裾野はきわめて広い。同じ組立産業である自動車工業などとは異なって，中・大型船で

は船内で船員（および船客）が長期に生活するから，居住に必要な資材・物資はすべて必要とな

る。家具・厨房施設・浴室洗面所トイレ等の施設，換言すれば住居用建築資材一式，さらに修繕

船・寄港船を含めて船舶用食糧なども必要になる。したがって尾道には舶用糧食商社も存立し，

建築資材卸売商は陸上の住宅建設向けに販売するとともに造船所も大口顧客となった。修繕造船

所などでは，室内修繕のための大工も雇用されているし，修繕中に船員が滞在するホテルを経営

する場合もある。高度成長期に刊行され，尾道を中心に調査した『経済レポート』（表8の資料）

をみると，現在は廃業している企業も少なくないが，存続している企業も意外に多いという印象

を受ける。

これら関連企業はどのような特徴をもっていたか。高度成長期に日造が突出した地位を示して

いた時期でも，もともと個別造船専属的ではなく，多くの造船所と取引しているのが普通であっ

た。鉄道車輌等を製作する三菱重工三原など非造船メーカーとも取引している場合もきわめて多

かった。表8の③古島鉄工所や④三谷製作所，⑩中田組，⑪寺本鉄工所，⑭菊鈴工業，⑲山陽工

業，�日工アスベストなどは，多数の造船企業と，そして三菱重工三原・帝人三原などとも取引

していた。非金属・非機械取扱企業はなおのことそうであった。②円福寺商店は明治期以来の建

材卸商社であるが，高度成長期に地元地域に住宅建材を供給するのみならず，松山・新居浜など

愛媛県にも広く商圏を有しており，かつ各造船所へも納入していた。表8には修繕造船企業で

あった⑫向島造機も掲載したが，同社は三菱重工三原の下請協力工場でもあり，三菱重工向けの

鉄道車輌部品製造など陸上部門に多角化していた。

こんにちすでに廃業している企業は，特定造船専属的だったかというと，そうでもない。表示

は略すが，『経済レポート』によると現在は廃業している関連企業も，多方面の企業と取引して

いたのがむしろ一般的であった。たとえば西日本工業（尾道）は，舶用艤装金物・舶用バルブ製

造などを行っていたが，「九州方面各造船所への納品活発化」とされ，出張所を大阪・下関・長
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崎に設置していた4。同様に新田電機工業は，電気機械の販売・据付・修理を業務としていたが，

日造因島・向島，尾道鉄道その他へ販売していた。十州鉄工は製缶専門であったが，取引先は三

井金属竹原（現存）・東邦亜鉛契島（大崎上島，現存）・菱備製作所（現，リョービ，府中市）・

福山ゴム（現存）・日本製鋼広島製作所（現存）・日造などであった。池田義輝商会は船具・水道

用品・機械工具販売を業務とし，取引先は向島船渠・常造・田熊造船・市内鉄工所などとされて

いた。中国船用品は船舶用品取扱の商社であるが，タンカーも2隻所有し，北川鉄工所（府中

市，現存）などの特約店でもあり，販売先は県内造船所・船会社のほか阪神・関東などの船会社

30社となっていた。例示はこの程度にするが，特定企業の専属的下請になっている方が珍しい。

廃業したのは，景況の波がそれだけ厳しかったということでもあろうし，景気動向以外の経営的

諸要因や，零細企業の場合は後継者難といった事情もあったはずである。

さらにいえば，商業など尾道の非造船関連企業も，とくに長期存続している企業は商圏がかな

り広い。これは尾道が前近代以来海運とともに山陽道が通じ，内陸・山陰へ通じる出雲街道の起

点でもあるという陸海交通の結節点だったために，伝統的に尾道商人が芸予の島嶼部のみならず

西日本に広く取引を行ってきたためであろう。たとえば，先述の円福寺商店とやや似ているのは

肥料商橋本吉次郎商店（1877年創業）であり，同商店は表2に登場する豪商橋本家の分家であ

るが，昭和初期頃「関西有数の肥料商として，中国四国，九州方面に活躍」などと記録されてお

り（松村（2018），116，原史料は，尾道大鑑編輯所編（1933），164），現在も肥料商として事業

を継続中である。同じく1877年創業で現存の島谷米穀店（島谷好松商店）も，同じ昭和初期頃

「附近一帯，岡山県並に島嶼部，愛媛県を活動区域として」とされている。商店街の一見小売商

にしかみえない店も，卸売商を兼ねてひろく取引を展開していた。以下の2店はすでに廃業して

いるが，1920年創業の呉服太物商・栗野正商店は昭和初期に「市内外及南部島嶼部に活躍し，

得意の選定，販路開拓に留意し」とされ（尾道大鑑編輯所編（1933），191，218），田久保商店

（食用油商）は1962年に「県東部における吉原製油の特約店」とあるから5，広島県東部で吉原

製油（現，J―オイルミルズ，幕末維新期の創業者・初代吉原定次郎が向島出身，平野（1973））

の製品を一手に引き受けていたのであろう。わずかな例示にすぎないし，他地域でも同様のこと

がいえるかもしれないが，とくに交通の要衝で活動する尾道商人の特徴と思われる。要するに，

ここでは造船関連・非関連を問わず，古い歴史もあって，広域の取引ネットワークが高度に発達

していた。

高度成長期の造船関連企業で現存するものは，その後の造船不況の荒波のなかでどのような戦

略をとったか。まず発展して事業の全国展開を試みている企業がある。ナカタ・マックコーポ

レーション（旧中田組）は，1991年に関東に拠点をおく舶用メーカーであった極東マックグレ

4 以下，前掲『経済レポート』4，9，10，11号（1962年4月～6月）。
5 前掲『経済レポート』8号（1962年5月）。
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ゴーを吸収合併して舶用装置製造にも多角化した。すでに1950～60年代に中田組は，日造因

島・尾造・三菱重工長崎・川崎重工坂出などの有力造船所内に営業所を設けて社外工による下請
ち とせ

船舶塗装事業を行い，72年には常造の膝下・沼隈郡沼隈町に千年工場を開設して事業を展開

し，82年には海運業にも乗り出している。一貫して中田家による所有と経営が続いているが，

現在は尾造や三菱重工も大株主である。近年には横須賀米軍基地内に出張所を設けて下請事業を

展開している。ナカタ・マックの他にも，広島・大阪方面以外に首都圏さらに海外に事業・受注

販売先を広げている企業は，鐵萬商事，日工，日装工業などがある。またキクスズ（旧菊鈴工

業）や広川エナス（旧広川商店）などのように，大阪や広島市に本社を移転させて発展させてい

る例もある。

一方，規模はあまり変わらず，地場で取引先を多方面化して存続している企業も少なくない。

表8の企業の大半がそうである。そして同表⑤三平工作所や⑫向島造機のように，高度成長期に

日本鋼管福山製鉄所が設置され，そこから受注している企業もみえる。さらに造船企業と取引し

ていた企業が時代に対応した事業に拡張している例はきわめて多い。たとえば，前出の㈱円福寺

は，太陽光発電装置に力を入れている。山脇酸素（1923年創業）は，1962年頃売上の7割は因

島の造船所・鉄鋼業者で，日造ほか16社とされており6，現在も高圧ガス配管・溶接機・溶接材

料・ガス切断機などを扱っているが，近年は在宅医療用酸素取扱などに進出している。山陽工業

は1950年に造船所向けのバルブ納入商社として創業し，パイプ加工工場も設置して，70年代～

80年代の造船不況に際しては尾道でホテル経営にも乗り出し，本業も船舶配管から陸上空調工

事にシフトしていった。

要するに，広義の造船関連企業も業務を非造船関係へ多角化しつつ，かつそれも三菱重工三原

など域内に止まらず，首都圏等遠隔地や海外との取引も展開している。

3．因島

因島はたんに造船関連産業の発展が弱かっただけではなく，金属加工外注企業が多く，した

がって尾道とは異なって，日造が繁栄する1960年代頃までは日造専属的であったし，その後も

造船下請の性格が強かった。1978年における因島造船関連工業は，収入のうち加工賃のみのも

のが15社中8社あり，13社までは加工賃の占める割合が5割以上であった。大半が造船所から

鋼材等の原材料と仕様書の支給を受けて船体ブロック建造などを行っており，自社製品メーカー

の形成が微弱といわれた（中国地方総合調査会（1979），65）。

他方，日造因島工場は，1960年代半ば頃まで，加工外注の比重はあまり高くなかったが，60

年代半ば頃から構内での社外工を利用した加工を抑制して外注を増加させていった（以下，中国

地方総合調査会（1979），66―73）。これは日造因島の下請23社が参加した因島鉄工業団地の稼働

6 前掲『経済レポート』14号（1962年7月）。
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が1965年頃から開始されたことも影響している。もっとも70年代半ば頃から造船不況により，

本工は減少傾向となり，関連工業の雇用はさらに大きく減少していった。

これに対して，因島の造船下請企業は，すでに造船不況以前の因島鉄工業団地稼働開始頃か

ら，中・上層を中心に受注先の新規開拓に努め，日造への依存度を低下させていった。鉄工業団

地の日造への依存度は，72年34％，74年22％，76年12％と減少し，他方中手からの受注は逆

に，55％，67％，71％と上昇した。受注先の多様化は，近隣に中手造船があったことが重要で

あり，すでに70年代に中手などとの取引の割合が大きい点は，「他の造船工業地区にはあまりみ

られない因島地区の大きな特色」であったという。また大量の社外工の存在は，関連工業にとっ

ても繁閑調節のため有用であった。こうして「中堅造船所が，層として無視できないウエイトを

占め，一定の市場を形成していることは，社外工の地域的集積のクッション的利用と共に，当地

区の造船関連工業の強み」となり，（造船不況は大手・中手を同時に襲うものではあるが，それ

でも1970年代後半の）「不況の影響が，相当程度緩和され」たという。そして因島下請企業の受

注先多様化は，近隣の中手のみならず，函館ドックや東海・九州など遠隔地の中手にまで及ん

だ7。とはいえ，こうした因島企業は不況による遠隔地中手造船の破綻により打撃を被った。函

館ドックは1977～78年に経営破綻した。中手からの受注は，一旦「域外中堅造船所のアクシデ

ント（倒産）などから急激に減少」した。こうして結局，因島企業は，遠隔地に所在する造船企

業の経営状況の把握が困難であるため，再び広島・愛媛という近隣中手造船との取引を重視する

姿勢となったという。

続く1986年の日造因島工場新造船撤退による下請企業への影響は甚大であった。因島の関連

企業従業員も，1986年11月から88年7月の間に2,038人の離職者がでた（伊藤（1990），169）。

存続した関連企業も大幅に規模を縮小し，企業数も減少したという。しかし日造が新造船から撤

退すると，やがてその元従業員も小メーカーとして起業した8。そして1990年代後半頃から，尾

造・常造・内海・今造など近隣中手との広範な取引を拡大していった。従業員については，技能

実習生という外国人労働者の導入を1997年に因島鉄工業団地協同組合が真っ先に始めた。現在

では地元スーパーの売上の3割は外国人によるといわれる。こうして企業数は再び増加していっ

た。もっとも生産額や企業数は増えても，地元に対する雇用効果はあまり大きいとはいえない。

そもそも地元の若者はこのような重工業の中小企業に就職したがらない傾向があるし，定着率も

高くなく，いきおい外国人労働者に依存しがちである。ことに現在は人手不足が深刻とのことで

あり，安易に外国人労働者に頼らないような体制への模索が進められている9。表9の，現在尾

7 以下，中国地方総合調査会（1979），73頁，および因島鉄工業団地協同組合からの聞き取り（2018年11
月）による。
8 以下，因島鉄工業団地協同組合（同上）からの聞き取りによる。
9 「新理事長に聞く 因島鉄工業団地協同組合理事長広田一敏さん」，『せとうちタイムズ』2018年9月15
日（電子版）。
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表
9
現
尾
道
市
・
舶
用
工
業
の
例
（
20
19
年
2
月
）

社
名
・
組
織
名

本
社
所
在
地

工
場
所
在
地

資
本
金

（
千
万
円
）
従
業
員

（
人
）

創
業
年

事
業
内
容
ほ
か

ア
イ
メ
ッ
ク
ス

尾
道
市
因
島
土
生
町

尾
道
市
因
島
土
生
町

１４
８．
４

３６
０

１９
９０

日
造
子
会
社
４
社
が
合
併
し
て
成
立
（
現
在
も
日
造
の
子
会
社
），
ボ
イ
ラ
ー
・
デ
ィ
ー

ゼ
ル
機
関
・
環
境
機
械
な
ど
，
デ
ィ
ー
ゼ
ル
機
関
は
２～
３
万
ト
ン
級
船
舶
向
け
で
，
国

内
中
小
造
船
所
に
納
入

イ
ワ
キ
テ
ッ
ク

愛
媛
県
上
島
町
岩
城

岩
城
島
・
因
島
重
井
・
向
島

８．
５
（
７０
０）

１９
５７

ハ
ッ
チ
カ
バ
ー
・
船
体
ブ
ロ
ッ
ク
建
造
な
ど
，
３
工
場
で
し
ま
な
み
海
道
沿
い
で
一
貫
生

産
体
制

因
島
鉄
工

尾
道
市
因
島
三
床
町

因
島
三
床
・
重
井

２．
４

８０
１９
５４

船
体
ブ
ロ
ッ
ク
建
造
，
新
来
島
ど
っ
く
，
村
上
秀
造
船
・
檜
垣
造
船
な
ど
瀬
戸
内
の
造
船

所
を
中
心
に
納
入

因
島
鉄
工
業
団
地
協
同
組
合

尾
道
市
因
島
重
井
町

尾
道
市
因
島
重
井
町

１３
．１

７５
０

１９
６４

１３
社
，
団
地
内
従
業
員
数
の
う
ち
外
国
人
技
能
実
習
生
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・
タ
イ
な
ど
）

１３
０
人
，
主
に
今
造
・
常
造
・
尾
造
な
ど
の
船
体
ブ
ロ
ッ
ク
製
造

柏
原
工
業

尾
道
市
因
島
重
井
町

因
島
重
井
，
ホ
ー
チ
ミ
ン
に
も

子
会
社

０．
５

１５
１９
６２

機
関
室
置
き
タ
ン
ク
・
消
火
装
置
・
防
爆
装
置
な
ど

北
田
船
舶
設
計

尾
道
市
天
満
町

設
計
会
社
を
ベ
ト
ナ
ム
の
造
船

会
社
と
合
弁
で
ハ
ノ
イ
に
設
立

１．
０

１０
１９
８４

尾
造
設
計
部
次
長
が
退
職
し
て
設
立
，
当
初
日
造
の
子
会
社
か
ら
基
本
設
計
を
請
け
負

う
，
近
年
は
海
外
か
ら
の
受
注
も
少
な
く
な
い

京
泉
工
業

尾
道
市
向
島
町

向
島
，
海
外
提
携
工
場
上
海

１．
０

１６
０

１９
６９

船
舶
艤
装
品
専
門
メ
ー
カ
ー
，
ア
ン
カ
ー
チ
ェ
ー
ン
ス
ト
ッ
パ
ー
・
ハ
ッ
チ
な
ど
，
上
海

工
場
か
ら
輸
入
，
輸
入
割
合
２５
％
，
取
引
造
船
企
業
き
わ
め
て
多
い
，
多
度
津
営
業
所

あ
り

サ
ン
ラ
イ
ト
工
業

尾
道
市
因
島
洲
江
町

因
島
洲
江
・
因
島
原
・
瀬
戸
田

０．
５

・・
・

１９
７０

舶
用
パ
イ
プ
加
工
・
溶
接
な
ど
，
陸
機
プ
ラ
ン
ト
に
納
入
も
，
船
殻
ブ
ロ
ッ
ク
製
作
も

JF
E
商
事
造
船
加
工

尾
道
市
向
島
町

尾
道
市
向
島
町

３．
０

６
２０
０６

JF
E
西
日
本
製
鉄
所
の
鉄
鋼
を
船
で
向
島
工
場
に
運
び
，
切
断
加
工
し
て
各
造
船
所
に
納

入
，
３０
造
船
所
と
取
引
，
元
日
造
向
島
西
工
場
敷
地
を
同
社
か
ら
賃
借
し
て
営
業
，
協

力
会
社
約
１０
社

新
栄
産
業

尾
道
市
因
島
重
井
町

尾
道
市
因
島
重
井
町

０．
６

４０
１９
３８

船
舶
家
具
・
内
装
，
舶
用
シ
ェ
ア
８５
％
，
近
年
は
中
国
か
ら
も
輸
入
，
津
軽
海
峡
フ
ェ

リ
ー
の
内
装
も

双
日
マ
リ
ン
ア
ン
ド
エ
ン
ジ

ニ
ア
リ
ン
グ
尾
道
出
張
所

東
京
都
港
区

（
尾
道
市
西
御
所
町
）

８０
．０

５
２０
０４

舶
用
専
門
商
社
，
国
内
取
引
と
輸
出
入
，
尾
道
・
今
治
・
伊
万
里
に
出
先
機
関
設
置
，
同

出
張
所
は
今
治
側
で
も
広
く
営
業

大
晃
産
業

尾
道
市
向
島
町

尾
道
市
向
島
町

３．
０

４６
１９
６８

舶
用
防
火
扉
・
サ
イ
レ
ン
サ
・
非
常
用
発
電
機
モ
ジ
ュ
ー
ル
な
ど
，
中
国
企
業
と
も
提

携
，
東
京
支
店
あ
り

寺
本
鉄
工
所

尾
道
市
正
徳
町

尾
道
市
正
徳
・
長
者
原

３．
６

５０
１９
２０

大
型
滑
車
な
ど
，
舶
用
部
門
シ
ェ
ア
９
割

東
幸
海
運
笹
木
重
工
事
業
部

神
戸
市
東
灘
区

尾
道
市
因
島
重
井
町

９．
１

２４
１９
４５

東
幸
海
運
は
内
航
船
主
，
元
日
造
因
島
工
場
の
舶
用
艤
装
品
製
造
の
下
請
企
業
と
し
て
因

島
に
設
立
さ
れ
，
の
ち
海
運
業
に
も
進
出
し
，
１9
６５
本
社
神
戸
移
転
，
通
風
ダ
ク
ト
・

排
気
管
に
特
化

東
洋
電
熱
工
業

尾
道
市
高
須
町

尾
道
市
高
須
町
，
大
連
・
上
海

に
提
携
工
場

１．
０

９
１９
７７

舶
用
工
作
機
械
・
舶
用
清
水
加
熱
器
な
ど
，
中
国
工
場
か
ら
も
輸
入
，
販
売
先
は
常
造
・

尾
造
・
三
井
造
船
・
サ
ノ
ヤ
ス
造
船
・
ジ
ャ
パ
ン
マ
リ
ン
ユ
ナ
イ
テ
ッ
ド
・
内
海
造
船
・

北
日
本
造
船
・
三
菱
重
工
な
ど

扶
桑
工
業

尾
道
市
正
徳
町

尾
道
市
正
徳
・
長
者
原
・
向
島
，

韓
国

３．
０

６４
１９
６１

舵
メ
ー
カ
ー
，
海
自
護
衛
艦
・
海
保
巡
視
船
・
１
万
ト
ン
カ
ー
フ
ェ
リ
ー
な
ど
に
も
，
今

造
・
尾
造
・
函
館
ド
ッ
ク
・
内
海
造
船
・
そ
の
他
造
船
所
な
ど
へ
納
入

三
好
鉄
工

尾
道
市
長
者
原

尾
道
市
長
者
原

３．
０

１６
１９
２２

舶
用
エ
ン
ジ
ン
の
シ
リ
ン
ダ
ー
フ
レ
ー
ム
加
工
な
ど
機
械
加
工
，
販
売
先
は
三
井
造
船
・

阪
村
機
械
製
作
所
・

IH
I機
械
シ
ス
テ
ム
・
住
友
重
機
フ
ァ
イ
ン
テ
ッ
ク
な
ど

（
出
所
）
尾
道
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
舶
用
工
業
」，
各
社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
，『
帝
国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
会
社
年
鑑
』．

注
：
従
業
員
の
（

）
は
，
協
力
工
場
を
含
む
．
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道市のホームページで紹介している「舶用工業」一覧をみると（舶用工業企業が網羅されている

わけではない），因島地区が最も多く，旧尾道市域を含めて，どの企業も事業と取引先を多様化

し，なかには零細企業であっても海外に子会社・合弁会社を設置したり提携工場を有したりして

いることがわかる。

4．その他

三原や，因島に隣接する愛媛県側の島々にも，重要な造船関連企業がある。ここではそのう

ち，共立機械製作所（三原市）とイワキテック（愛媛県岩城島）についてのみ，簡単に述べてお

きたい。

共立機械製作所は（以下，各社ホームページ），アルミサッシやアルミ製漁船・高速艇・ボー

トなども製作しているが，舷梯装置，舶用窓・ドアー，水密滑戸では現在全国7割のシェアを占

め，世界でもトップ企業である。国内ではほとんど全部の造船所との取引がある。同社は，1935

年に創業し，中国地方一円の造船所へ労務者を供給する手配師として池之内組を組織したとされ

る。1941年に三菱重工三原の設置とともに同所の下請業を営み，50年に機械工場を買収して現

社名とした。現在資本金4,500万円，従業員173名であり，三原の本社工場のほか，尾道・三原

両市が接する地区に工場を集中させ，下関にも工場を設置している。備後造船クラスターにおけ

るオンリーワン企業の1つである。

表9にも記載のあるイワキテックは，本社工場は岩城島にあるが，因島と向島（旧日造向島西

工場跡地）にも工場を設置し，設計から小中大組立，艤装・塗装・アフターサービスという一貫

生産を売物としている。ハッチカバーや船体ブロックなどを製作しているが，とくにコンテナ船

用ハッチカバーの生産量は国内トップである。販売先は今造ほか愛媛県の造船所が多いようだ

が，サノヤス造船（大阪・水島）や三菱重工も名を連ねている（『帝国データバンク会社年鑑』）。

工場所在地・取引網は入り組んでいるが，同社もこの地域の造船クラスターの一翼を担う中堅企

業である。

おわりに

以下，結論を要約する。

1960年代初頭における尾道・福山・三原各税務署管内の高額所得者から地域経済の特徴をみ

ると，福山は陸上の地元諸産業を基礎とした者が多く，三原はそもそも高額所得者が相対的に少

ないうえに，名簿からは三原経済の外来大企業依存的な性格がみられる。これに対して，尾道

（因島・向島を含む）は海に関係した様々な産業を基盤としている者が突出して多く，造船業お

よびその関連産業の経営者が少なくなかった。高度成長期において，備後沿岸・島嶼部でも，尾

道・向島・因島を中心に造船クラスターが形成されていた反映である。

また高度成長期からこんにちまで，尾道地区（福山・三原を含み，因島を含まず）は，一貫し
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て中国地方において最大の舶用工業の集積地であった。その中心は尾道・向島であった。尾道の

舶用工業は，特定造船企業の専属的下請的性格は弱く，多くの造船所さらに三菱重工三原製作所

をはじめ非造船企業とも多様な取引していたことが特徴である。もともと尾道は，港湾都市とし

て古代以来の古い歴史をもち，海陸の要衝であったので，島嶼部・内陸，さらに四国，西日本全

域といった遠隔地との取引を多方面に行っていた商人が多く集住していた。

これに対して因島は，明治期に日造の前身となる造船所が作られたが，当初は小型船建造で

あったし，日中戦争期までは造船業の景況変化の激しさによってたびたび新造船を中断したこと

などから，造船関連産業・下請企業が育たなかった。因島で造船下請企業が本格的に勃興したの

は，第二次大戦後のことであった。このため，日造因島工場は大手造船所としては下請企業が少

なく，また因島の造船関連企業は日造因島工場に専属的であった。しかし1970年代後半の造船

不況が訪れる以前から，因島企業は取引先の多様化をめざして遠隔地を含む多くの造船企業との

取引を行うようになった。1986年の日造因島の新造船撤退は，因島企業に大きな打撃を与えた

が，やがて日造因島の元従業員らによる起業などもあり，因島の造船関連企業はむしろ増加して

いった。

その後，繰り返される造船不況の中で，尾道などの造船関連企業の中には，大都市圏ないし全

国・海外に事業を展開して発展していったものもみられたし，事業を非造船など時代に対応して

展開していった企業も多かった。また規模拡大をあまりしないで，多くの中手造船と取引を継続

しているものも少なくない。このような関連産業と，中手・中小さらに修繕専門造船所など多様

な造船集積は相互に取引ネットワークを形成し，造船クラスターを維持してこんにちに至ってい

る。このような造船産業の集積は，日本でも他にあまり例がないものである。
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